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はじめに 
本稿は、ＰＰＰ手法を活用した公共施設包括管理業務の普及を願って、千葉県我孫子市
の提案型公共サービス民営化制度において、平成２３年度に大成サービス株式会社（現大
成有楽不動産株式会社）により提案された公共施設包括管理委託業務に係る、提案の概要、
応募までの道程、巡回の効果、その後の展開、公共施設包括管理の基本構造及び公共施設
包括管理の今後に期待する姿について、当該方法の考案者 1である筆者が整理し、考察する
ものである。 
 
 
第１章 基本事項の確認 
 本章では、本稿で使用する用語のほか施設保全、施設管理及びファシリティマネジメン
トの概要について記述する。 
 
１ 用語の確認 
 本稿は、公共施設包括管理に係る考察であるが、包括管理に関連する概念や用語の中に
は曖昧なものがあるので、使用する用語について図表―１の通り整理する。 
 
図表―１ 本稿で使用する用語 
用語 定義・確認 
公共施設包括管理 公共施設の保全業務について、部署を横断して包括的に実
施し、官民が連携して新たな公共サービスを提供する方法
の概念。 
我孫子型公共施設包括管理 大成サービス株式会社（現大成有楽不動産株式会社）が平
成２３年度に我孫子市に提案したもので、公共施設の保全
業務のうち主に点検業務について、部署を横断して包括的
に実施し、官民が連携して新たな公共サービスを提供する
方法の概念。 
公共施設統合管理 公共施設が抱える課題を解決するため、課題に関連する業
務を統合し、官民が連携して新たな公共サービスを提供す
る方法の概念。 
地元企業 当該自治体と利害関係を密接に共有する地域内企業の概
念。地元と称するが企業規模は問わない。 
大手企業 当該自治体と関わりの低い（特定分野で強みを持つ）地域
外企業の概念。大手と称するが企業規模は問わない。 
                                                   
1  大成建設㈱原耕造氏との共同考案。筆者は責任者。 
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スマート庁舎 大成有楽不動産株式会社が平成２５年に流山市に対し「官
民が協力して公共施設をもっと便利で快適にする手法（ス
マートシティ）」として提案したもので、提示した条件を
市が認めれば、市の費用負担なく民間側の費用負担で庁舎
を改善する仕組み。 
デバイスマネー 自治体のムリ・ムダ・ムラを官民が連携して改善して生み
出した仮想的な資金。 
施設 その目的のために不可欠な建物その他の設備を整えるこ
と。また、その結果、必要に応じて機能しうる態勢を備え
た状態にあるもの。（新明解国語辞典） 
支障がない状態 官公庁施設の建設等に関する法律第１３条で定める保全
の基準及び国土交通省告示５５１条に基づき、各省各庁官
房長あてに国土交通省大臣官房官庁営繕部長が通知した、
国家機関の建築物等の保全に関する基準の実施に係る要
領において示された状態。同法は国家機関の建築物等を対
象としているが地方公共団体の建築物等においても参考
となる概念。なお、同法は１２条において建築及び設備に
ついて定期的な点検の義務も規定している。 
 
 
２ 施設管理の概念を表現する用語の確認 
施設管理の概念を表現する用語として、施設保全、施設管理及びファシリティマネジメ
ント等があるが、混用されることが多く誤解される懸念があるため、図表―２に用語の意
味について整理した。施設保全に関わる概念が最も狭く、ファシリティマネジメントの概
念が最も広いことが分る。 
 
図表―２ 施設管理の概念を表現する用語 
用語 意味 
施設保全 施設に保護を加えて安全を確保（保障）する業務。 
施設管理 保全だけでなく運営管理も含め、施設を好ましい状態に保つようにする
業務。 
ファシリティ
マネジメント 
企業・団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管理、
活用する経営活動。（総解説ファシリティマネジメント 2） 
                                                   
2 FM推進連絡協議会（社団法人 日本ファシリティマネジメント推進協会（ＪＦＭＡ）、
社団法人 ニューオフィス推進協議会（ＮＯＰＡ）、社団法人 建築設備維持保全推進協会
（ＢＥＬＣＡ）の社団法人３団体の協議会）が編集したＦＭ（ファシリティマネジメント）
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保全 保護を加えて安全を確保（保障）すること（新明解国語辞典） 
施設のそれぞれの機能・性能を、当初及び現在の使用目的に適合するよ
うに点検・保守・整備・修繕・改修すること。（総解説ファシリティマネ
ジメント） 
管理 そのものを全体にわたって掌握し（絶えず点検し）、常時意図する通りの
機能を発揮させたり、好ましい状態が保てたりするようにすること。（新
明解国語辞典） 
ファシリティ 施設とその環境であり、おおよそ人々が関与する「場」のこと。利用す
る内部環境だけでなく、施設を取り巻く外部環境、情報環境も含まれる。
（総解説ファシリティマネジメント） 
 
３ 施設保全業務の概要 
既述の通り、施設保全業務は施設の機能を保障・確保する業務であり、施設管理業務は
施設保全業務に運営管理業務も含めたより広い業務である。施設保全業務と施設管理業務
は混用されることが多いが、本稿では区別して使用する。 
図表―３は、国土交通省大臣官房官庁営繕部発行の建築保全業務共通仕様書に記載され
た業務の分類に基づき、筆者が施設保全業務の業務と内容について整理したものである。
注欄に○印及び△印を付した項目は、我孫子市に包括管理業務として提案した業務であり、
○印は概ね実施したもの、△印は一部のみ実施したもの、無印は実施対象外の業務である。
我孫子型公共施設包括管理業務は、施設保全業務のうち定期点検等及び保守業務の一部し
か対象にしていないことが分る。 
 
図表―３ 施設保全業務の分類 
業務 業務細目 内容 注 
定期点検等
及び保守 
法定点検 建築基準法１２条、その他関係法令 △ 
支障がない状態確認 官公庁施設の建設等に関する法律  
建築点検 外部、内部、自動ドア、書架、構造部等 △ 
電気設備 電灯・動力、受変電設備、発電設備等 △ 
機械設備 熱源、空調、衛生、監視制御、防災設備等 △ 
監視制御設備 中央監視制御装置、自動制御装置  
防災設備 消防用設備、建築基準法関係防災設備 ○ 
搬送設備 エレベーター、エスカレーター、駐車設備等 ○ 
工作物・外構等 煙突、設備架台、擁壁、敷地、塀、排水溝等  
樹木、芝生、病害虫、緑地空間、屋上緑化等  
                                                                                                                                                     
の参考書。 
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清掃 
 
建物内部の清掃 床清掃、場所別清掃、ごみ運搬処理  
建物外部の清掃 窓ガラス、外部建具、外壁、建物周囲  
執務環境測
定等 
環境測定 空気環境測定、照度測定  
吹き付けアスベストの点検  
ねずみ・昆虫等の調査及び防除  
警備 施設警備 防犯・防災監視、鍵管理、駐車場、出入等  
機械警備 機械装置、緊急措置、関係者への連絡等 △ 
 
 
 
４ ファシリティマネジメント業務の概要 
ファシリティマネジメントは、総解説「ファシリティマネジメント」において、「企業、
団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管理、活用する経営活動」と
定義されており、施設管理業務だけでなく施設を総合的に俯瞰した業務も含まれ、公共施
設を有効活用するためのツールになると言われている。 
図表―４は、総解説「ファシリティマネジメント」においてファシリティを維持・運営
するための費用を機能別に分類した「機能別ファシリティコスト表」に基づき、筆者が整
理したものである。我孫子市に公共施設包括管理業務として提案した業務は、印を付した
ファシリティ保全費のうち維持費に関連する業務のみであることが分る。しかも△印に整
理されており、一部の業務のみであることも分る。公共施設の包括管理は、保全業務だけ
でなく、ファシリティマネジメントのような大きな視点で捉える必要もある。 
 
図表―４ ファシリティコスト（ファシリティマネジメント業務）の分類 
大分類 小分類 科目 細目 注 
ファシリテ
ィ維持費 
ファシリテ
ィ保有費 
賃借料 支払地代、支払家賃、ファシリティ・
リース料、仲介料、公益費 
 
租税公課 固定資産税、都市計画税、事業所税、
特別土地保有税、不動産取得税、登
録免許税、収入印紙、地価税 
 
保険料   
特別経費 減価償却費
（１） 
建物、建物付属設備、構築物、器具・
備品 
 
減価償却費
（２） 
無形固定資産  
資本コスト 土地・建物などの資本コスト、敷金・
保証金に対する資本コスト 
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ファシリテ
ィ保全費 
維持費 保守費、清掃費、病害虫防除費、修
繕費 
△ 
環境整備費 環境対応費、廃却処分費、リサイク
ル費 
 
ファシリティ運営費 水道光熱費 電力料、水道料、ガス代、重油代な
ど、その他 
 
ファシリティ
運用費 
設備運転・監視費、スペース変更管
理費 
 
セキュリティ
費 
防災対策費、ファシリティ保安費  
業務支援費 業務支援費  
生活支援費 生活支援費  
家具什器費 家具什器費  
パーキング費 パーキング運用費  
ファシリティ管理費 統括管理費 統括管理人件費、統括管理経費  
 
 
 
第２章 我孫子型公共施設包括管理の概要とその効果 
本章では、我孫子型公共施設包括管理に係る制度の概要、提案の概要、提案までの道程
及びその効果について記述する。 
 
 
１ 我孫子市「提案型公共サービス民営化制度」の概要 
 我孫子市の「提案型公共サービス民営化
制度」は、官と民が対等な立場で公共の分
野を担う制度が必要だとして、当時の福嶋
浩彦我孫子市長のリーダーシップのもと
我孫子市が平成１８年度から開始した制
度で、一時中断したものの平成２２年度か
ら再募集を開始し現在も継続しているものである。 
その制度は、図表―５の通り、市が全ての事業を公表し、民間が受託・民営化できる事
業を自由に提案するものであり、審査会で審査し基準を満たせば採用され、担当課と調整
し合意すれば３年間の実施を前提にした随意契約を締結出来るというものである。３年間
の随意契約は民間事業者にとってきわめて魅力的なインセンティブである。 
 
図表―５ 提案制度の概要 
Step1 市が全ての事業を公表 
Step2 民間が事業を提案（市との協議可能） 
Step3 審査会で審査し基準を満たせば採用 
Step4 担当課と調整し３年間の随意契約 
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審査は、図表―６の通り、独自性があり、
市民の利益になり、実現性が高く、団体の
実施能力があれば採用との判断が下され
るもので、シンプルで分り易く民間が提案
し易いよう工夫されている。 
 なお、公表された市の事業リストは、我
孫子型包括管理の提案の際に大いに参考になった。市との協議の機会も重要であり、協議
において市のニーズを把握出来、包括管理の提案に繋がった。事業リストの公表は、民間
の提案意欲を高めるための必須条件と言える。 
 
２ 我孫子型公共施設包括管理の概要 
（１）我孫子型公共施設包括管理の実施体制 
図表―７は、公共施設の管理業務の実施体制について、従来の体制と我孫子型公共施設
包括管理体制を比較したものである。従来は部署毎、建物毎に管理（発注）しており、煩
雑であったことが分る。我孫子型公共施設包括管理体制は、民間事業者に一括して施設管
理（保全）業務を発注することにより、公共施設の管理業務体制が簡素化され、自治体に
とっての業務はかなり簡素化されていることが分る。公共施設の管理業務について複数部
署を横断的に取り纏め、民間事業者に一括して発注し、自治体の業務を簡素化する、これ
が我孫子型公共施設包括管理の基本的な考え方である。実施窓口及び発注業務を一本化す
ることにより、従来の業務を効率化し、新たな公共サービスを生み出すことが可能になっ
た。次に可能になった新たな公共サービスについて記述する。 
 
図表―７ 公共施設管理業務の実施体制の比較 
「従来の公共施設管理業務実施体制」  「我孫子型の公共施設管理業務実施体制」 
 
 
（２）窓口・発注の一本化により可能になったサービス 
図表―８は、窓口・発注の一本化により（従来の業務を効率化し）可能になった新たな
公共サービスの一覧である。巡回サービス、施設管理業務支援及び管理情報の共有といっ
たサービスが可能になった。 
図表―６ 審査基準 
独自性 独自のアイデア、工夫がある 
市民の利益 市民の利益になる 
実現性 実現性が高い 
団体能力 団体に事業を担う能力がある 
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図表―８ 窓口・発注の一本化により可能になったサービス 
名称 サービス内容 
①巡回サービス 専門技術員 3による月１回の巡回サービス 
②施設管理業務支援 劣化状況の診断及び中短期修繕計画 4の作成等のサービス 
③管理情報の共有 管理情報の統一及びネット上での情報共有サービス 
 
①巡回サービス 
巡回サービスは、建築・設備について専門知識を有する技術員が各施設を定期的に巡回
し、建築及び設備機器全般の異常の有無を目視点検及び聞き取りにより確認し、携行する
工具等で修理が可能なものはその場で修理し、その場で出来ないものは記録・報告等の状
況に応じた適切な対処を行うものである。 
②施設管理業務支援 
 施設管理業務支援は、巡回サービスや定期点検等で得られた情報を基に、修繕の必要な
項目について現状の写真等も添付した中短期修繕計画等として取り纏め、担当者に報告す
ると共に、関係各部署の職員も参画した協議会を実施するものである。部署横断的に実施
するため、部署の力関係で無く優先度に応じた修繕が可能になる等の利点がある。 
③管理情報の共有 
 各課、メーカー及び業者毎に異なっていた定期点検等の保全記録を統一し、それまで紙
ベースで取り纏めていた情報を電子データ化し、インターネット上のサーバーを利用して
関係者が共有するものである。保全に係る書類整理の手間が省ける、提出の手間が省ける、
書類の紛失を防止出来る等の利点がある。 
 
３ 応募までの道程 
 本節では、我孫子市の提案型公共サービス民営化制度への応募の背景及び応募までの苦
闘について明らかにする。 
 
（１）応募の背景 
 募集当時、応募者であった大成サービス株式会社（現、大成有楽不動産株式会社）は、
年間売上高が約４００億円の会社であったが、親会社の大成建設株式会社とも連携して受
注を拡大し、数年内に年間売上５００億円の会社を目指すという目標があった。施設管理
                                                   
3 建築・設備について専門的知識を有するものであるが、必ずしも建築基準法で定める一
級建築士・二級建築士・特定建築物調査員等の有資格者を指すものではない。また、点検
方法も必ずしも法令等で定める方法によるものでもない。 
4 ここでは定期点検及び巡回サービス時に確認した建築・設備の不具合についての修繕計
画をイメージしている。建築保全センター・ＢＥＬＣＡ等が策定した手法に基づく（長期）
修繕計画とは異なる。 
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業務は１案件あたり数百万円から数千万円が受注の相場感であり、１００億円もの増注は
容易なことではなかった。このような新たなビジネスチャンスの機会獲得に頭を悩ませて
いた際、親会社の社員 5から、「平田 6さん、民間側から行政に提案してビジネスを得られる
制度があるけどチャレンジしてみませんか？」との情報提供を受け、「やる」と即答出来た
のは、そのような背景があったからである。規模拡大に向けた会社としての基本的方針が
無ければ応募しなかったし出来なかった。民間事業者にとって、応募することが会社の方
針に沿っていること、適切な情報を入手出来ることが重要な条件になる。自治体関係者は、
この辺の民間事業者の事情を理解して募集すべきである。 
 また、募集内容が魅力的であったことも応募への重要な動機になった。提案内容が基準
を満たし審査会で認められれば提案者と３年間の随意契約を締結するというインセンティ
ブは民間事業者にとって魅力的であり、提案への動機付けに成り得るものだった。 
独自性の基準を満たすことは、民間事業者にとって新規事業に取り組むことにも匹敵す
るものであり、実現へのハードルは相当高いものである。提案担当者は、取り組んだこと
のない新規事業を、限られた期間で事業化に目処をつける必要がある。そればかりか、社
内からは、リスクは無いのか、本当に出来るのか、損しないのか、誰がやるのか、継続性
はあるのか、など質問攻めにあうこととなる。我孫子の場合は、早期にトップの理解が得
られ、社内も推進ムードで一致していたことから提案することが可能になった。 
募集する我孫子市の関係者が協力的であったことも大きかった。提案にあたってハード
ルに直面したとき、関係各部署へのヒアリングが可能であった。どの部署も協力的であり、
提案者側の応募に向けた意欲を保持出来た。いずれかの部署が非協力的だったら、応募は
断念した。 
募集者は、民間事業者に提案の機会を与
えている、という態度は決して取るべきで
ない。少しでもそのようなことを感じれば、
提案者側は応募に向けた意欲を失ってし
まうと思う。新たな事業への挑戦は、提案
担当者にとって非常に労力のかかる作業
であり、社内の関連各部署やトップを説得
し、理解を得ながら新たな事業に挑戦することは、相当ハードルが高いのである。 
民間事業者が自治体の募集に応じるには、図表―９に示す条件が必要になる。自治体の
募集担当者は、この辺の民間事業者の事情を理解して募集すべきである。 
 
（２）応募までの苦闘 
事業リストを基に、検討を開始したが、独自性が大きなハードルとなり想像以上に大変
                                                   
5 原耕造氏、我孫子型公共施設包括管理の共同考案者 
6 筆者、当時大成建設株式会社と大成有楽不動産株式会社の連携担当責任者。 
図表―９ 民間が応募する際の必要条件 
１ 会社の方針に沿っている。 
２ 必要な情報が入手出来る。 
３ 募集内容が応募者にとって魅力がある。 
４ 社内の応募者関係者が結束出来る 
５ 募集者が応募者に協力的である 
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だった。ブレーンストーミングで相当数のアイデアを出し、図表―１０に示すアイデアに
絞り込んだが、どれも満足のいくものではなかった。コストが合わず 7断念したが、唯一セ
ンサーを使った施設巡回管理に対し可能性を感じていた。 
 
 
社内的には応募を断念せざるを得ないとの方向に傾きつつあったが、壁を打開するヒン
トを得るために、関連部署の意見を聞きに行くこととした。全部署から丁寧な対応と多く
の貴重な意見を頂戴したが、修繕に困っ
ている等の修繕に関わる意見は共通して
おり、「修繕に係る巡回サービスについて
部署を超えて提供する」ことを基本方針
とした。一方、巡回サービスは従来から
実施されてきた業務方法でもあるここと
から、独自性を高める付加サービスの検
討が必須となった。図表―１１に示す付
加サービスを提供すれば、従来型の包括
管理及び巡回管理とは異なる独自性のあ
る包括管理サービスの提供が可能となる
のでないかと考えた。それぞれは従来か
ら存在するサービスであっても全て統合
すると独自性が生まれてくる、というヒ
アリングをベースにした確信が生まれ、
提案の大枠が固まった。 
提案する価格戦略も重要な要素であった。詳細は後述するが、現在実施している価格で
付加するサービスを提供することを目標とした。 
                                                   
7 コストが合わなかった理由は次の通り。①施設数及び対象業務が少なかったこと。②リ
モートの設置費用が３年間では回収出来なかったこと。 
図表―１０ 検討したアイデアと自己評価 
アイデア 自己評価 
施設の包括管理 独自性がない 
２４時間対応のコールセンター 対応に自信がない 
ビオトープ技術を使った公園管理 無理 
樹木管理とチップ化 実現性が低い 
市営住宅の包括管理 独自性がない 
◎センサーを使った施設巡回管理 コストが合わない 
図表―１１ 独自性を高めるサービス案 
簡単な修繕はその場で実施する 
設備の定期点検だけでなく建築も点検する 
点検結果に基づき修繕計画を作成する 
修繕等について部署を超えて協議する 
管理情報を統一し共有する 
施設側からのクレームに対する初期対応をする 
緊急時の初期対応をする 
図表―１２ 地元企業との協調・分担方策 
市庁舎等の大型案件は外す。 
地元が強い清掃・警備・植栽等の業務は外す 
実施対象は希望する部署のみとする 
設備等の保全業務に絞る 
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審査基準で定められた４つの基準（独
自性、市民の利益、実現性及び団体能力）
を満足させる自信はあったが、見えない
ハードルの対応も考慮する必要があると
考えた。見えないハードルとは地元への
配慮である。提案上の戦略として、図表
―１２に示すような地元企業等との協
調・分担策を考え、実施した。審査とは関わり無いことであるが、細部にまで気配りをし
たことは結果として良かったと考えている。新たな仕組みの事業をスムーズに開始出来た
し、地元企業からの大きな反対もなかったと担当者から聞いている。 
審査委員会における審査の結果、「施設の包括管理によるシステムが独自性と判断しまし
た」と記載がある審査結果の通知を受けた。独自性で苦闘した努力が報われた瞬間でもあ
った。実施後においても、図表―１３に示すように我孫子市から多くの肯定的な評価をい
ただいた。 
 
４ 巡回サービス業務に係る効果の検証 
 我孫子型公共施設包括管理の核心は、従来の価格を据え置いて巡回サービス業務を提供
することにあるが、当該巡回サービスの提供に要する費用は、まとめ購買による調達費用
削減効果及び巡回サービスの実施に伴う業務の効率化効果（以下、「巡回効果」という）に
より捻出することが出来る。本節では、「巡回効果」について業務の実施に要する人工数「歩
掛（人）」をベースに検証する。 
 
（１） 我孫子モデルの設定 
 我孫子市から大成サービス株式会社（現、大成有楽不動産株式会社）が受託した５４施
設の業務内容は、施設毎に異なっており効果の検証には不向きであることから、図表―１
４に示す方針に則り、我孫子市の５４施設について、モデル化（以下、我孫子モデルとい
う）した。この我孫子モデルに基づき「巡回効果」を検証する。 
 
図表―１４ 我孫子モデル設定方針 
施設種別毎に設定 中学校６校、小学校１３校、市営住宅７棟、駅施設９棟、近隣
センター１２棟及び行政サービスセンター７棟に分類し、施設
種別毎に設定する。（仕様差の大きい近隣センターは２種類設
定） 
個別業務の有無判定 ４０％以上の施設で実施されている業務は、「有」とし、同未
満の場合は「無」と整理する。 
業務の仕様・数量設定 当該数値の平均値（整数）とする。 
図表―１３ 我孫子市の声 
契約事務が１本化され事務の簡素化が図れた 
断水騒動の際、緊急配備の助言をもらった 
電話連絡後の対応・対処が早い 
保守点検以外も見てくれる 
報告書の内容が見やすくわかりやすい 
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特殊業務の除外 浄化槽の点検・清掃及び警備システム等の特殊業務は対象外と
する。 
点検対象が複数ある場合
の表示・歩掛 
当該業務は一式単位とし複数実施分の歩掛を採用。（例）空調
室外機３台→空調室外機１式、採用歩掛＝基本歩掛×３。 
効果の検証単位 業務の実施に要する歩掛（当該業務の実施に必要な人工数）を
検証単位とする。 
歩掛の設定要領 国土交通省大臣官房官庁営繕部 建築保全業務積算要領 平成 
２５ 年版を参考に筆者が設定。単位：（人）。 
 
（２）設定した我孫子モデル例（中学校） 
前述の設定方針に基づき、我孫子市５４施設について施設種別毎に我孫子モデルを設定
した。中学校の事例について図表―１５に示す。 
 
 図表―１５ 設定した我孫子モデル例（中学校） 
項目 仕様・数量 
称呼
単位 
基 本
歩掛 8
（人） 
回数
/年 9 
受変電設備 300KVA １台 １式 0.50 12 
ガスＨＰ 3ｔ未満 １台 １式 0.40 2 
受水槽清掃 受水槽 34㎡、高架水槽 9㎡ １式 8.60 1 
飲料水質検査 10検体 ２体 １式 0.50 1 
消火器点検 泡 10型 44本 １式 1.14 2 
自動火災設備 受信機 1、感知器 190、発信機 20 １式 3.53 1 
防火排煙設備 機器 1、ダンパ１、防火戸 18、SS6、煙感知 13 １式 2.16 2 
屋内消火栓設備 操作盤 1、ポンプ 1、消火栓 18 １式 0.86 2 
誘導設備 標識 42、誘導灯 9 １式 0.40 2 
避難器具 避難器具 2 １式 0.31 2 
非常放送設備 セット１ １式 0.45 2 
非常警報器具 セット１ １式 0.22 2 
 
（３）「巡回効果」の検証（中学校） 
 巡回サービス業務として点検等の業務を実施すると、当該業務を個別に実施する場合に
比べ実施場所への移動時間が削減できる。最初に、設定したモデルに基づき、移動時間の
                                                   
8 当該業務の基本的な歩掛であり移動時間を含まない。 
9 １年間の実施回数。 
13 
 
みの削減を主体とした「巡回効果」を検証する。個別に実施する場合の歩掛は、基本歩掛
に移動歩掛 10を加えたものとし、個別歩掛として設定した。巡回時に実施する場合の歩掛は、
個別歩掛から移動歩掛を減じたものとし、巡回歩掛として設定した。個別歩掛の合計（人）
と巡回歩掛の合計（人）を算出・比較し、「巡回効果」を観測する方法をとった。この際、
基本歩掛について概ね０.５人以上を必要とする業務ついては、個別歩掛に占める移動時間
の割合が低く「巡回効果」は少ないと判断し、巡回歩掛も個別歩掛と同一の歩掛を採用し
た。図表―１６に検証したデータの事例（中学校）を示す。個別歩掛の合計が２０５（人）
であるのに対し、巡回歩掛の合計は１８９（人）であり、巡回時比率 11は９２％、８％の削
減率「巡回効果」を観測することが出来る。 
 
図表―１６ 個別実施時及び巡回実施時の歩掛比較（中学校） 
 中学校 個別実施時 巡回実施時 
項目 
個別 
歩掛
（人） 
回/年 建物数 
個別 
歩掛計
（人） 
巡回 
歩掛
（人） 
回/年 建物数 
巡回 
歩掛計
（人） 
受変電設備 0.62 12 6 44.64 0.50 12 6 36.00 
ガスヒートポンプ 0.52 2 6 6.24 0.40 2 6 4.80 
受水槽清掃 8.72 1 6 52.32 8.72 1 6 52.32 
飲料水質検査 0.62 1 6 3.72 0.50 1 6 3.00 
消火器点検 1.26 2 6 15.12 1.26 2 6 15.12 
自動火災設備 3.65 1 6 21.90 3.65 1 6 21.90 
防火排煙設備 2.28 2 6 27.36 2.28 2 6 27.36 
屋内消火栓設備 0.98 2 6 11.71 0.98 2 6 11.76 
誘導設備 0.52 2 6 6.24 0.40 2 6 4.80 
避難器具 0.43 2 6 5.14 0.31 2 6 3.72 
非常放送設備 0.57 2 6 6.80 0.45 2 6 5.40 
非常警報器具 0.34 2 6 4.13 0.22 2 6 2.64 
合計     
 
205.32       188.82 
巡回時比率（188.82人／205.32人）×100（％） 92％ 
削減率「巡回効果」 8％ 
 
 
                                                   
10 当該建物までの移動に要する時間の歩掛。0.12（片道３０分、往復１時間）を設定。 
11 巡回時比率＝（巡回歩掛の合計／個別歩掛の合計）×１００（％） 
14 
 
（４）「巡回効果」の検証結果（全体） 
 我孫子モデルとして設定した中学校６校、小学校１３校、市営住宅７棟、駅施設９棟、
近隣センター１２棟（Ａ：７棟、Ｂ：５棟）、行政サービスセンター７棟、全５４棟につい
て「巡回効果」を検証し、図表―１７に示す通り６％の「巡回効果」を観測することが出
来る。これは、巡回サービス時に点検業務をついでに実施すれば、移動時間だけでも６％
程度の歩掛を削減（業務量の削減）することが可能であることを示している。 
 
図表―１７ 「巡回効果」の検証（全体） 
建物種別 棟数 個別歩掛計（人） 巡回歩掛計（人） 
中学校 6 205 189 
小学校 13 437 411 
市営住宅 7 70 65 
駅施設 9 371 369 
近隣センターA 7 260 244 
近隣センターB 5 212 194 
行政サービスセンター 7 14 11 
合計 54 1570 1482 
巡回時比率（1482人／1570人）×100（％） 94％ 
削減率「巡回効果」 6％ 
 
（５）「巡回ついで効果」の検証 
 基本歩掛が０.３程度（個別歩掛０.４２）程度以下の軽微な点検業務は、限界はあるが、
巡回サービスの「一部」として技術員が巡回時のついでに実施する（以下、「巡回ついで業
務」という）ことが可能である。「巡回ついで業務」として当該点検業務を実施し、点検に
要する時間も削減できると仮定した場合の「巡回ついで効果」について検証する。我孫子
モデル全体における軽微な点検業務は、近隣センター等の一部にしか存在せず大きな効果
は観測出来なかったが、軽微な点検業務が多い小規模建築物においては大きな可能性があ
る。図表―１８に近隣センターをベースにして想定した小規模建物のモデルで検証した結
果を示す。「巡回ついで業務」により空調室内機の点検等の一部業務の歩掛を０とすること
が可能となり、２５％もの削減率、「巡回ついで効果」を観測することが出来る。 
 
図表―１８ 「巡回ついで効果」の検証 
近隣センタータイプ想定 個別実施時 巡回ついで業務時 
項目 仕様 
個別 
歩掛
（人） 
回
/Y 
個別 
歩掛計
（人） 
巡回 
歩掛
（人） 
回
/Y 
巡回 
歩掛計
（人） 
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自動ドア 2台 1.22 3 3.66 1.22 3 3.66 
電動ステージ 歩掛想定 4.12 1 4.12 4.12 1 4.12 
受変電設備 100KVA 0.62 12 7.44 0.50 12 6 
空調室外機 5台 1.62 2 3.24 1.62 2 3.24 
マルチ室内機 14台 0.40 2 0.80 0 2 0 
フィルター清掃 14台 0.33 2 0.66 0 2 0 
全熱交換機 8台 0.68 2 1.36 0.68 2 1.36 
排風機 2台 0.16 2 0.32 0 2 0 
換気扇 7台 0.26 2 0.52 0 2 0 
消火器点検 泡１10型 5本 0.25 2 0.50 0 2 0 
自動火災設備 機器 1、感知器 25、
発信機 2 
0.79 1 0.79 0.79 1 0.79 
防火排煙設備 機器１、感知器２ 0.33 2 0.66 0 2 0 
非常警報器具   0.34 2 0.68 0 2 0 
ガス漏火災警報 受信機 1、検知器 4 0.40 2 0.80 0 2 0 
合計      25.55     19.17 
巡回時比率（19.17人／25.55人）×100（％） 75％ 
削減率「巡回ついで効果」 25％ 
 
第３章 我孫子型公共施設包括管理の展開 
 本章では、我孫子型公共施設包括管理の次の展開として流山市に提案したスマート庁舎
について記述する。 
 
１ 差別化戦略の構築 
我孫子型公共施設包括管理は、同業他社も実施可能な手法であることから、自社の優位
性を確保出来る差別化戦略の構築に向けて新たな取り組みを開始した。他社も巻き込んだ
強力なアライアンスにより誰も真
似の出来ない仕組みを構築するこ
とを目標とした。新しい事業に意欲
的で、且つ各分野のトップクラスの
会社を選抜し、「新たな仕組みを自
治体に提案し、良い仕事を一緒に随
契で受注しよう」とアライアンスへ
の参加者を募った。幸い、家具のＫ
社、人材派遣のＴ社、リースのＫＹ社が名乗りを上げてくれ、早速、大成建設株式会社も
含めた５者で勉強会を開始した。当初は、各社とも警戒心が強く本音の話は全く出なかっ
図表―１９ アライアンス各社の強み 
会社 強み 
Ｋ社（家具） 面積・空間の創出技術 
Ｔ社（人材派遣） 人的業務の効率化技術 
ＫＹ社（リース） 什器備品の有効活用技術 
大成建設㈱ 建築分野の統合技術 
大成有楽不動産㈱ 維持管理分野の統合技術 
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たが、会合を重ねることで信頼関係を醸成した。 
各社の強みを整理したのが、図表―１９である。Ｋ社の面積・空間創出技術とは、効率
的なレイアウトにより余剰床面積及び人が快適に感じる空間を創出する技術である。Ｔ社
の人的業務の効率化技術とは、人的業務の標準化及び多様な労働形態を通じて業務を効率
化出来る技術である。ＫＹ社の什器備品の有効活用技術とは、不要家具の買取り・寄付等
を含む什器備品に関わるワンストップサービスを提供出来る技術である。大成建設株式会
社及び大成有楽不動産株式会社の統合技術は、目標や課題に関連する企業や団体の能力を
統合し、目標を達成することが出来る技術である。 
 庁舎などの面積・空間を診断し、余剰面積を創出し貸し付けると新たな収益源を確保出
来る、業務を標準化して多様な労働形態で市のルーチン業務を代行すれば、大きなデバイ
スマネーを生み出せる、創出したデバイスマネーで付加価値のある建物に改修すれば市民
のためになる、など画期的なアイデアが提案された。そのアイデアを実現出来そうな自治
体はないか、調査を開始した。提案制度があり提案の実績もある我孫子市がベストであっ
たが、肝心の庁舎面積に余剰が無く断念し、庁舎の面積に多少ゆとりがありＦＭ提案制度
もある流山市 12に提案することとした。 
 
２ スマート庁舎 13の提案と実施 
 スマート庁舎は、大成有楽不動産株式会社が平成２５年３月に流山市に「官民が協力し
て公共施設をもっと便利で快適にする手法（スマートシティ）」として提案し、平成２６年
１０月に実施したものであり、提示した条件を市が認めれば、市の費用負担無く民間側の
費用負担で庁舎を改善する仕組みである。 
提案した改善内容は、図表―２０に示
す通り、庁舎の１階を市民が使い易い環
境に改善すること及び職員の執務空間
を使い易い環境に改善するという内容
である。 
提示した条件は、図表―２１に示す通
り、提案者が包括管理業務を受託中の３
４施設の設備機器定期点検業務の委託先
を提案者に一任すること、当該３４施設
の小口修繕業務を提案者に随意発注する
こと、住民記録系業務及び国民健康保険
系業務等の市窓口業務等の一部を現状同
                                                   
12 流山市は、平成２４年度に我孫子型公共施設包括管理を提案し平成２５年度より実施。 
13 流山市が命名 
14 大成有楽不動産株式会社が包括管理業務を受注済みの３４施設を対象。 
図表―２０ 提案した庁舎の改善内容 
庁舎１階を市民が使い易い環境に改善。 
職員の執務空間を使い易い環境に改善。 
図表―２１ 提示した条件 
包括管理対象施設 14の定期点検委託先の一任。 
包括管理対象施設の小口修繕工事の随意発注。 
市窓口業務の一部を現状価格で民間委託。 
余剰スペースの民間への貸与を認知。 
上記条件を５年間継続。 
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等価格で提案者に委託すること、余剰スペースをコンビニ・薬局・保育所等の民間事業者
への貸与を市が認知すること、提示した条件を５年間継続することであった。 
 予想はしていたが、実現までに多くの難題に直面した。最大の難題は市窓口業務の民間
委託であった。市関係者に丁寧に提案内容を説明し理解を求めたが、拒否反応も無いが理
解も得られなかった。結局、窓口業務の受託は市関係者との協調を優先して断念した。ま
た、小口修繕業務の随意発注についても断念せざるを得なくなった。２つの大きな収益源
を失い計画は大幅に縮小することになった。 
現状の庁舎について職員に対しヒアリング 15を実施し、職員から、市民が使い易く身近な
市役所にしたい、来庁舎が信頼を感じる市役所にしたい、職員がいきいきと働ける市役所
にしたいなどのニーズを把握した後、市との協議により、本庁舎から独立していた第３庁
舎の機能を本庁舎内に移転させ、第３庁舎の有効活用及び定期点検先の一任により創出し
たデバイスマネーにより、職員のニーズを実現出来る庁舎に改修することで合意した。 
流山市の庁舎は市街地から離れた小高い丘に位置しており立地が悪く、テナントの誘致 
は困難を極めた。大成有楽不動産株式会社のネットワークを活用し、全国・地元を問わず
コンビニ、食品、薬局、貸し倉庫、保育、書店等相当数の企業に打診したが、進出に意欲
を見せた大手企業は福祉系事業者の１社のみであった。地元企業は老人介護事業者の２社
が意欲を示してくれ、大手企業を含め３社（もう１社あったが資金面で断念）をテナント
候補事業者として選定し、各社から提案者の概要、事業計画の主旨、事業計画の概要、市
や市民のメリット等について提案を募り、事業者を特定することとした。各事業者の提案
書を審査し、市と協議のうえ提案内容が最も優れた地元のＡ社を特定した。大手企業より
地元企業の計画が優れており、市のニーズとも合致していた。 
テナントは決定したが、まだ解決すべき課題があった。第３庁舎は、事務所用途で建築
確認を受けており老人介護施設に用途を変更するには建築確認の再提出が必要であること、
改修を予定していた庁舎１階の業務スペースはパソコンの配線が輻輳し改修の支障になる
ことなどであった。当該配線については地元企業の協力を得て無事乗越えることが出来た。
地元企業の協力なしには解決出来ない課題であった。 
テナント誘致及び整備計画に目処は付いたが、市の事業の５年間に亘る長期継続発注を
前提とした複雑な事業であることから、市においては５年間の延べ払いに関わる債務負担
行為の議会承認及びテナント事業者との契約締結、提案者においては整備に係る５年間の
業務の継続要領が最も大きな課題となった。その他、委託仕様、計画図書及び物品リスト
の整合並びに提案事業者間の契約等についても腐心したが、受託者も発注者も契約すると
いう意思が契約締結の原動力となり相互に協力し解決出来た。この契約内容は、同種業務
契約に係わる雛形になると思われる。 
 
 
                                                   
15 Ｔ―ＰＡＬＬＥＴ。空間等に関わる大成建設独自のヒアリング手法。 
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３ スマート庁舎の効果 
流山市のホームページに掲載されている写真で確認出来るが、庁舎の総合受付及び各課
の業務カウンターが見違えるほど分り易いものになった。市民は、ストレス無く申請や手
続きを行うことが出来るようになったほ
か、ユニバーサルデザインも取り入れる
ことにより障害者にとっても使い易い空
間になった。職員の休憩スペースも少し
改善出来、職員もメリットを享受出来る
ようになった。市にとって、これらの空
間整備に税金を使うことなく職員の工夫により整備したと有権者にアピール出来ることが
大きなメリットになる。 
民間事業者にとっても、異業種とのア
ライアンスによる企業の創造力を高める
姿を提示できたこと、新たな収益機会を
確保したことなどのメリットがあった。
筆者は、我孫子型公共施設包括管理につ
いては点検を主とした保全業務の包括管理のあり方の１つとして、スマート庁舎は公共施
設包括管理を基盤とした統合型サービスの１つとして位置付けられると考えている。 
庁舎の面積については、総務省の平成 22 年度地方債同意等基準運用要綱及び国土交通
省官庁営繕部の新営一般庁舎面積算定基準に基準となる面積が示されている。本稿では総
務省基準を元に、職員の構成比率を筆者が仮定し、職員１人当たり面積を試算した。結果
は図表―２４に示す通りであるが、事務室部分については、幹部職員のスペースを含める
と職員１人当り 9.4㎡を観測した。この数値より事務スペースが有意に大きい場合、テナ
ント誘致や職員の合意形成について見通しが付くことが必要だが、スマート庁舎のような
手法は検討に値すると考える。 
 
図表―２４ 総務省基準に基づく職員１人当り庁舎面積の試算 16 
用途 
基準面積 
㎡／１人 
仮定職員構
成比率 
（％） 
職員１人当
り面積 
（㎡） 
職員１人
当り面積
計（㎡） 
①  事務室 
特別職 90.0 0.5 0.5 
9.4 部・次長級 40.5 5.0 2.0 
課長級 22.5 10.0 2.3 
                                                   
16 総務省基準には議員及び議会面積の規定もあるが、今回の試算対象から除外した。 
図表―２２ 市のメリット 
市民に分り易い庁舎空間を提供出来た。 
行政努力を市民にアピール出来る。 
職員に快適な空間を少し提供出来た。 
公共施設の有効利用に対する職員の意識向上。 
図表―２３ 民間事業者のメリット 
企業の創造力・底力を高められる。 
新たな収益機会を確保出来る。 
包括管理市場での差別化に繋がる。 
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補佐・係長級 9.0 20.0 1.8 
一般職員 4.5 64.5 2.9 
②  会議室等 ７㎡×職員数 7.0 
③  倉庫 ①の１３％ 1.2 
④  玄関等 ①+②+③の４０％ 7.1 
職員１人当り面積 計（㎡） 24.7 
 
 
第４章 公共施設包括管理の基本構造と類型 
本章では、公共施設包括管理の基本構造及びその類型について記述する。 
 
１ 公共施設包括管理の基本構造 
図表―２５に公共施設包括管理の基本
構造を整理した。筆者は、この基本構造に
基づき公共施設包括管理について「デバイ
スマネーまたは有益な公共サービスの創
出を可能とする官民が連携した包括的な
公共施設の管理方法」と定義した。ここで、
デバイスマネーとは自治体のムリ・ムダ・
ムラを官民が連携して改善し、生み出した「仮想的な資金」のことである。創出したデバ
イスマネーは、公共サービスの向上だけでなく民間事業者の利益としても配分することに
意義がある。 
 公共施設包括管理の基本構造は、個別に小さな単位で実施していた公共施設の保全及び
管理業務について部署を超えて包括することを基盤とし、いままでのやり方を工夫し、デ
バイスマネーを生み出し、このデバイスマネーを有効に活用することにある。 
 
２ 保全業務の包括管理（公共施設包括管理の類型Ⅰ） 
我孫子型公共施設包括管理は、施設保全業務のうち設備の点検業務について部署を超え
て包括するものであったが、保全業務には設備の点検以外の業務もあり様々な類型が考え
られる。 
第１章、図表―３で整理した施設保全業務を基に、保全業務の包括管理について整理し
たものが図表―２６である。公共施設包括管理の類型として、清掃業務の包括管理、病害
虫防除の包括管理、警備業務の包括管理、緑地・植栽の包括管理、設備運転監視の包括管
理及び水光熱費等の包括管理等が考えられる。 
 
 
図表―２５ 公共施設包括管理の基本構造 
目標 デバイスマネーの創出 
有益な公共サービスの創出 
基盤 創意工夫が可能な包括的な管理方法 
前提 官民の連携 
対象 公共施設の管理業務 
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 従来、これらの業務は施設単位又は部署
単位で統合し、保全の包括管理業務として
発注されることが多く、業務単位としては
大きな単位とはならず工夫の余地が小さ
かったが、このような業務についても自治
体全体の観点で包括させると大きな単位
となり効率化が可能となる。デバイスマネ
ーを創出し、今までに無い公共サービスを
生み出すことが出来る可能性がある。 
 
３ 課題対応型の統合管理（公共施設包括管理の類型Ⅱ） 
公共施設が抱える課題を解決するための新たな構造として統合管理を提唱する。統合管
理とは、包括管理のように特定の業務を単に部署をこえて包括するだけでなく、課題解決
に最も適した組織や実施方法を確立するため、業務や業種の垣根を越えて統合し、官民が
連携して課題を解決するという仕組みである。第１章、図表―４ファシリティマネジメン
ト業務の分類を参考に、課題と統合管理の事例を図表―２７に示す。 
 
 
①建築設備統合管理 
施設の管理を体現する用語として、施設管理、ビルメンテナンス、維持管理、ビル管理、
ビルマネジメント等様々な用語と概念が存在する。いずれも、設備管理、清掃、警備業務
を主体とした施設の管理に関わる業務を統合した概念であるが、設備の運転管理が主で建
築の点検、管理及び修繕について体系的に実施するイメージは低い。施設管理における建
築分野の対応の遅れが、データに基づく適切な公共施設戦略立案の遅れにつながり、現状
に至っていると推察する。設備だけでなく建築の点検・保守・修繕計画の立案、関連デー
タの分析とデータの提供などの業務を統合して、官民が一体となって効率的に実施する仕
図表―２６ 保全業務の包括管理 
分類 業務 
清掃 清掃業務の包括管理 
病害虫 病害虫防除の包括管理 
警備 警備業務の包括管理 
植栽 緑地・植栽の包括管理 
運転監視 設備運転監視の包括業務 
水光熱 水光熱費等の包括管理業務 
図表―２７ 課題と統合管理の事例 
統合管理事例 課題 
①建築設備統合管理 建築設備点検業務の効率化、修繕の効率化、長寿命化等 
②環境性統合管理 利用環境の向上、地球環境への配慮、リサイクル等 
③安全統合管理 利用者の安全、防犯、セキュリティの確保等 
④防災統合管理 防災要員不在建物の防災計画・管理、災害対応、ＢＣＰ等 
⑤小口修繕統合管理 発注経費の削減、効率的な修繕の実施、緊急対応等 
⑥サービス業務統合管理 人件費の削減、業務の効率化、サービス向上等 
⑦水光熱費統合管理 水光熱費の削減 
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組みが必要である。建築点検は、従来実施していた建築基準法の１２条点検等のほか、官
公庁施設の建設等に関する法律に基き定められた支障がない状態の点検、障害者の視点で
のＵＤ環境などの点検等も含め効率よく実施することが必要である。 
②環境性統合管理 
施設管理における環境対応業務として、清掃、廃棄物処理、環境測定、有害物質測定、
病害虫防除及び植栽管理業務等が従来から実施されてきたが、近年は、環境に対する社会
の目は厳しく、地球環境、障害者の利用環境、一般利用者の利用環境、情報環境及び地域
環境への配慮など施設として取り組むべき環境に関わる課題も多くなっている。これらに
対応するため、従来の方法に加え、リサイクル、ＵＤ、ＩＴ、空間マネジメント及び什器
備品対応などの技術を統合し、官民が一体となって環境対応の業務を実施する仕組みが必
要である。これらの業務は、一部大手企業が強い分野もあるが関連分野において地元を中
心に活発に活動している団体もあり、地元発の環境管理に関わる新たなサービスが生まれ
る可能性がある。 
③安全統合管理 
 施設管理における安全確保に関わる業務は、警備業法で定める１号警備（警備業務対象
施設における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務）及び機械警備業務を基本とし
て行われてきたが、ＩＴ機器・監視機器・移動手段の進化及びＩＴを含むセキュリティの
確保など安全を確保すべき対象も目的も変化しつつある。これらの業務を含め統合し、従
来の警備業務にセキュリティ及び利用者の安全をキーワードにした業務を加え、安全に係
る新たなサービスのあり方を確立する必要がある。 
④防災統合管理 
 施設における防災関連業務は、防災センターがあり要員が常駐している場合は、消防指
導等に基づき最低限の対応をしていることが多いが、自治体が所管する大半の建築物は防
災センターなどが設置されていない場合が多く、施設管理担当の自治体職員の専門性の低
さと相まって防災上の穴になっている可能性がある。防災の専門的知識を有する民間事業
者が自治体職員を補佐し、消防設備の点検、防災計画の立案、災害発生（予想）時の対応
及びＢＣＰ対応等を実施できる官民が連携した防災統合管理体制の構築と業務の実施をイ
メージしている。これらの業務は地元と密着する必要がある業務が多く、地元において活
動している団体等による新たなサービスを期待したい。 
⑤小口修繕統合管理 
小口修繕は、事後的対応と価格競争を旨として業者を決定し実施されることが多い。自
治体における修繕費用は、ごく僅かの小口修繕費が修繕発注件数の大半を占めていると言
われ、この件数の多さが自治体職員の業務負担増に繋がっているとの指摘もある。こうし
た現状は緊急性や安全性を軽視した対応にも繋がり、早期に職員の負担軽減の措置を講じ
る必要がある。多能工による効率的な実施、事前査定等に基づく一括発注、計画的な修繕、
予算立案支援等の新たな発想も含め様々な方法を統合し、官民が連携した小規模修繕体制
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の構築と実施が望まれる。これらの業務は地元業者が強い分野でもあり、地元業者又は包
括管理業務受託業者からの新たなサービスを期待したい。 
⑥サービス業務統合管理 
地代、家賃、リース料、各種税金、保険料等、減価償却費等の保有経費の処理及び受付、
書類整理、コピー、会議等の支援等の人的業務は、自治体職員が部署毎に自ら実施してい
るが期末などにおいては自治体職員大きな負担になっていると言われている。これらの人
的業務を統合して、官民が協力して業務を棲み分け、民間事業者のシステム等による計算、
業務集中時期の緩和、テンポラリーな対応などで効率化を図れば、職員の負担軽減及び実
質費用の削減に繋がり、大きなデバイスマネーの創出に繋がる可能性がある。断念したが、
スマート庁舎における市窓口業務の一部を現状価格で民間委託もこの範疇に整理出来る。 
⑦水光熱費統合管理 
 水光熱費の統合管理は、水光熱費の検針及び支払い業務だけでなく、水光熱費の診断、
削減計画の立案及び実施、関係者への助言・啓蒙等も含めた専門的知識を有する民間事業
者による総合的なマネジメント業務をイメージしている。水光熱費に係るデバイスマネー
の創出が期待できる。 
 
第５章 地元企業への期待 
 本章では、地元企業と大手企業の優位性を比較し、地元企業に期待する事柄について記
述する。 
 
１ 地元企業と大手企業の優位性比較 
図表―２８は、公共施設における施設保全業務について業務毎に地元企業と大手企業の
優位性について比較したものである。殆どの業務が地元企業のほうに優位性があると考え
られる。地元企業はこれらの優位性を生かした効果的な提案をすれば、大手に勝る提案が
可能である。大手企業が製造販売している設備機器及び機械警備機器の点検業務について
は、購買力を有する大手企業に優位性はあるが、その他の業務については技術的課題を解
決すれば、圧倒的に地元企業が優位であると言える。 
 
図表―２８ 施設保全業務に係る業務別優位性比較 
業務 地元 大手 理由等 
建築点検業務 ○  施設へのアクセスが容易。 
設備点検業務  ○ 設備機器の製造者は大手企業が多い。 
清掃業務 ○  地元の企業・人材が実施。 
廃棄物処理業務 ○  地元の企業・人材が実施。 
環境測定業務 ○  地元の企業・人材が実施。 
病害虫防除業務 ○  地元に実施可能な企業がある場合。 
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施設警備業務 ○  地元に実施可能な企業がある場合。 
機械警備業務  ○ 機械警備機器の製造者は大手企業が多い。 
設備運転・監視業務 ○  地元の人材が実施。 
 
図表―２９は、包括管理業務に係る戦略・情報分野について個別項目毎に地元企業と大
手企業の優位性について比較したものである。殆どの業務が地元企業のほうに優位性があ
ると考えられる。大手企業は、イメージとしての技術力及び実施企業との交渉力で優位性
を確保しているに過ぎない。 
 
図表―２９ 包括管理業務に係る戦略・情報分野での優位性比較 
戦略・情報項目 地元 大手 理由等 
自治体のニーズ把握 ○  自治体からの情報が多い。 
自治体の評価 ○  自治体は大手より地元を優先したい。 
利用者のニーズの把握 ○  利用者との情報交換の場が多い。 
施設へのアクセス ○  施設へのアクセスが良い。 
施設関係者との情報共有 ○  施設関係者との情報交換が容易。 
必要な人材の確保 ○  人的情報は地元企業が多い。 
労務費・経費 ○  優秀な地元の人材を確保出来る。 
技術力  ○ 一般的なイメージ。 
実施企業との交渉力  ○ 一般的なイメージ。 
 
２ 地元企業への期待 
我孫子型公共施設包括管理に関して「受託事業者が独占企業となり、サービスや価格面
で問題が生じるのではないか」「地元企業の仕事が奪われるのでないか」といった懸念を耳
にする 17と聞く。理解できないことは無いが、杞憂であると考える。７億㎡に及ぶ公共施設
の管理を１社や２社で出来るはずが無いのであって、独占などはあり得ないのである。当
該自治体内での管理業務の独占懸念については、懸念している事柄について整理し、募集
当初から条件とすれば解決可能である。 
公共施設包括管理は、技術的課題さえ解決すれば圧倒的に地元業者のほうが優位な仕組
みである。現時点ではノウハウなどと言われるものはそう多くはないし、ノウハウかもし
れない部分や、考えられる新たな仕組みについて本稿において出来る限り明らかにしたつ
もりである。地元企業や自治体は気概をもって包括管理に取り組んで欲しい。難しいこと
は何もない。あるとすれば技術力だけである。 
 
                                                   
17 東洋大学 PPP研究センター紀要第８号、根本教授特別論文、千葉県我孫子市の実績デ
ータを用いた公共施設包括管理業務委託の効果試算より 
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第６章 今後への期待 
本章では、公共施設包括管理に関連して今後に期待する技術や仕組みについて筆者が考
えるイメージを記述する。当該技術は、公共施設の課題を解決する技術インフラになり得
るものである。 
 
１ 点検業務の充実・効率化 
建築物の点検は、関係法令（建築基準法、消防法、建築物における衛生的環境の確保に
関する法律（建築物衛生法又はビル管法）、電気事業法、高圧ガス保安法、大気汚染防止法、
水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、
浄化槽法及び水道法等、官公庁施設の建設等に関する法律（官公法、国家機関の建築物が
該当））、メーカーの推奨（実施の是非は管理者の個別判断になる）による設備機器等の点
検及び日常的な建築設備の点検等が存在し、点検対象によっては有資格者による点検が義
務つけられているものもあるばかりか、自治体の条例及び指導事項も関連し複雑を極めて
いる。また、国家機関の建築物ついては官公法等に基づき国土交通省大臣官房官庁営繕部
により点検要領等について整理されているが、自治体の施設についても適用しようとする
場合は相応の負担を覚悟する必要があると推察する。 
問題は、「決りに基づき如何に効率良く必要な点検を実施するか」である。官民は協力し
て、これらの点検及び現在実施している点検について整理し、当該自治体が目指す姿を明
確にする必要がある。また、民間事業者（包括管理業者）は点検要領の標準化、資格取得
等による点検技能の底上げ、ＩＴの活用、点検の内製化などに取り組み、点検を効率的に
実施する方法を確立する必要がある。これらの取り組みが民間事業者の技術力の向上、業
務の効率化及び公共施設の保全（安全確保）に繋がると考える。なお、官公法に基づき営
繕部長が通達した、支障がない状態は、今後の点検を行う場合のあるべき姿として参考に
なるものと思われる。これらも合わせて何のために、何をどのように点検するのか、民間
事業者（包括管理業者）も必要なお手伝いをすることが望まれる。 
 
２ 実情に即した長期修繕計画の立案 
 自治体の所管に属する建物をそのまま継続所管したら将来どのくらいの費用がかかるの
か（以下、継続所管費用という）、自治体は所管する公共施設の長期修繕計画を立案し、継
続所管費用を把握し、公共施設戦略を立案する必要があるが、所管する公共施設は膨大な
数に上るため必要なレベルの長期修繕計画を立案している自治体はほとんど無いと推察す
る。長期修繕計画は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修・建築保全センター編集として
発行している「建築物のライフサイクルコスト」、又は、公益社団法人ロングライフビル推
進協会が発行する「ＬＣ評価、長期修繕計画、診断、資産評価、ＥＲのための建築物のラ
イフサイクル用マネジメント用データ集」に基づき算出出来るが、いずれも新築時点での
ＬＣＣの算出を旨とし、見積書レベルの詳細な項目・数量に当該項目の修繕時の単価及び
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修繕周期を設定して算出するものである。詳細な計算を行うので数値的な信頼性は高いが、
図面及び必要なデータが存在することが前提であり、必要なデータ等が存在しない場合は
積算する必要が生じ、相当の費用がかかるなどの難点がある。また、概算や略算の方法も
示されているが、新築時点での予想値であり、既存の建物に適用するには工夫や手間が必
要となる。 
長期修繕費用を算出するにも、自治体が所管する建築物の多くは建築コストの内訳どこ
ろか設計図も無いといったケースもあり、既述の方法は通用しないことが多いと推察する。
更に、既存の建築物については、建築物の状態に応じた長期修繕計画を立案することが望
ましいが、これを可能にする効率的な手法を筆者は確認していない。民間事業者（包括管
理業者）には実施した点検結果をベースに適切な基準で診断を行い、実情に即した長期修
繕計画の立案支援を行うことが求められているのでないか。官民は連携して、これらを可
能にする点検要領、適切な診断を可能にする分り易い基準、内訳がなくても簡易に長期修
繕費用を計算出来る手法を確立する必要がある。 
 
３ 公共施設戦略の立案支援 
 図表―３０は、Ｈ２６年に都内某区の公共施設白書を基に筆者が作成したデータの一部
である。施設管理費と言っても施設毎に差があることが分る。特に、地方自治体が所管す
る公共施設において過半を占めると言われている学校系の保守点検費が極端に低いことも
分る。包括管理業者は、これらのデータと点検した状態との因果関係について部署を超え
て比較するなど適切な情報提供に努めることも必要である。これらのデータは予算配分及
び公共施設戦略について自治体が立案する際の重要なデータになり得ると考える。 
 例えば、図表―３０から以下のような疑問や仮説が成り立つ。①なぜ、庁舎等の費用が
突出しているのか？②学校系の保守点検費は極端に低いが、必要な保全は出来ているの
か？③学校系の光熱費が他施設に比べ意外に高いのはなぜか？設備が老朽化しているので
ないか？これらの疑問や仮説については、日常の点検を通じて当該施設の現状について熟
知している包括管理業者が最も効率的に検証出来るのでないか。 
 
図表―３０ 施設別施設管理費の㎡単価比較 
建物種別 
保守点検 光熱費 工事費 計 
㎡単価 ㎡単価 ㎡単価 ㎡単価 
（円／年） （円／年） （円／年） （円／年） 
庁舎等 7,393 3,279 5,121 15,793 
事務所等 2,868 4,143 732 7,743 
コミュニティセンター 711 1,070 218 1,999 
区民施設 2,342 1,436 545 4,323 
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保育園 1,952 4,347 1,162 7,461 
学童クラブ 616 945 360 1,921 
子育支援 1,716 622 61 2,399 
機能訓練 797 830 234 1,861 
就労支援 4,201 2,706 636 7,543 
保険センター 3,793 2,359 638 6,790 
産業振興施設 2,516 2,251 279 5,046 
幼稚園 407 1,982 521 2,910 
小学校 557 2,771 639 3,967 
中学校 577 2,567 765 3,909 
学校教育施設 648 1,011 163 1,822 
図書館 2,446 2,537 485 5,468 
文化施設 1,497 784 168 2,449 
 
４ 新たな仕組みへの期待 
 その他、新たな仕組みとして第４章の図表―２６で整理した通り清掃業務、病害虫防除、
警備業務、植栽業務、設備運転監視及び設備運転監視等の保全業務の包括管理、図表―２
７で整理した建築設備点検、環境性向上、安全確保、防災対応、小口修繕、人的業務及び
水光熱費削減等の統合管理などの新たな仕組みのほか、スマート庁舎のように包括管理を
基盤とした異業者とのアライアンス等も含め、違った視点で包括管理を検討すれば、新た
なサービスが生まれる可能性がある。民間事業者と自治体が共同し、新たなサービスとデ
バイスマネーを創出することを期待する。 
 
第７章 終わりに 
 本稿では、公共施設包括管理に係るノウハウ及び民間事業者と自治体が今後取り組むべ
き事柄について出来る限り明らかにした。公共施設の包括管理業務に地元企業を中心に多
くの企業が参入し、公共施設包括管理が公共サービスの充実、公共の財政負担の軽減及び
地元経済の発展に繋がることを期待したい。なお、本稿の作成にあたり大成建設株式会社
原耕造氏に助言をはじめ様々な場面で協力いただいた。ここに改めて感謝する。 
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英文表記 
Expectation for the spread of Abiko-type public facility comprehensive management 
 
Katsuhito Hirata, Former Managing Executive Officer, Taisei Yuuraku Real Estate Co., Ltd. 
 
In the hope of spreading comprehensive management of public facilities using PPP 
methods, this paper proposed an outline of the proposal, the path to the application, the 
effect of the tour, the subsequent development, the basic structure of public facility 
comprehensive management, and the idea of the figure method to expect in the future of 
public facility comprehensive management in the proposal type public service privatization 
system of Abiko City, Chiba Prefecture, which was proposed by Taisei Service Co., Ltd. 
(currently Taisei Yuuraku Real Estate Co., Ltd.) in,It is the one that the author organizes 
and considers. 
